
平成 30 年度 

第 1 回 北海道道路メンテナンス会議 

 

日時：平成 30 年 7 月 30 日(月)１４:００～１6：００ 

場所：北海道開発局研修センター１Ｆ会議室                  

 

議 事 次 第 

 

 （1） 開会 

 

 （2） 幹事長 挨拶 

 

 （3） 議事 

 

   1）法定点検について 

 

      2）メンテナンス「費用」について 

 

   3）メンテナンス「技術」について 

    

   4) メンテナンス「体制」について 

 

   5) メンテナンス「広報」について 

 

   6）その他 

 

 （4） 閉会 
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北 海 道 道 路 メ ン テ ナ ン ス 会 議 規 約

（名称）

第１条 本会議は、「北海道道路メンテナンス会議」（以下、会議という。）と称する。

（目的）

第２条 本会議は、道路法第２８条の２の規定に基づき設置するもので、北海道内の

道路管理を効果的に行うため、各道路管理者が相互に連絡調整および協議を行う

ことにより、円滑な道路管理の促進を図ることを目的とする。

（組織）

第３条 本会議は、本目的に関係ある官公署等をもって組織する。

（事業）

第４条 本会議は第２条の目的を達成するために次の事業を行う。

（１）道路施設の維持管理等に係る意見調整・情報共有に関すること。

（２）道路施設の点検、修繕計画等の把握・調整に関すること。

（３）道路施設の損傷事例や技術基準等の共有に関すること。

（４）その他、道路の管理に関して議長が認めた事項。

（構成）

第５条 本会議は、会議と地方会議より構成する。

（会議）

第６条 会議は、会議、幹事会より構成する。

（１）議長は、北海道開発局建設部道路維持課長とし、本会議を代表するとともに

会務を総括する。

（２）幹事長は、北海道開発局建設部道路維持課道路保全対策官とする。

（３）会議は、議長がこれを招集する。また、議長は必要に応じ幹事長の出席を

求めることができる。

（４）幹事会は、幹事長がこれを招集する。

（５）委員・幹事については、別紙１に定める通りとするが、必要に応じ他の関係

者の出席を求めることができる。

（６）議長は、本会の会務に関し必要に応じ、学識経験を有する者等で構成される

機関を設け、意見を聞くことができる。

（７）議長は、個別課題等についての検討・調整を行うため「専門部会」を設置する

ことができるものとする。
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（地方会議）

第７条 地方会議は、開発建設部単位に設置することを基本とし、必要に応じ分割

して開催することができる。

地方会議は、会議と幹事会より構成する。

（１）議長は、開発建設部次長（道路担当）とし、地方会議を代表するとともに

会務を総括する。

（２）会議は、必要に応じ議長がこれを招集する。

（３）幹事長は、開発建設部道路整備保全（工務）課長とする。

（４）幹事会は、必要に応じ幹事長がこれを招集する。

（５）委員・幹事については、別紙２に定める通りとするが、必要に応じ他の関係

者の出席を求めることができる。

（６）地方会議は、必要に応じ別途規約を定めることができる。

（事務局）

第８条 事務局は、会議の円滑なる運営にあたるとともに議事録を整理する。

（１）会議の事務局は、北海道開発局建設部道路維持課におく。

（２）地方会議の事務局は、開発建設部道路整備保全（工務）課におく。

（その他）

第９条 本規約に定めるもののほか、必要な事項は議長が会議に諮って定める。

（附則）

本規約は、平成２６年６月１１日から施行する。

専門部会として、以下を設置する。

市町村支援専門部会を平成２６年１０月８日に設置

北海道跨道橋連絡会議を平成２７年３月２６日に設置

北海道道路鉄道連絡会議を平成２９年３月１３日に設置

本規約は、平成２９年３月１３日から施行する。

本規約は、平成２９年７月１４日から施行する。



別紙１

○北海道道路メンテナンス会議

１．会議

議長 所　属 役　職

○ 北海道開発局建設部 道路維持課長

北海道開発局建設部 地方整備課長

北海道建設部土木局 道路課長

北海道建設部建設政策局維持管理防災課 維持担当課長

札幌市建設局土木部 維持担当部長

東日本高速道路㈱北海道支社 道路事業部長

２．幹事会

幹事長 所　属 役　職

○ 北海道開発局建設部道路維持課 道路保全対策官

北海道開発局建設部道路計画課 課長補佐

北海道開発局建設部道路建設課 課長補佐

北海道開発局建設部道路維持課 課長補佐（維持）

北海道開発局建設部道路維持課 特定道路事業対策官

北海道開発局建設部地方整備課 地域事業管理官

北海道建設部土木局道路課 主幹（道路計画グループ）

北海道建設部土木局道路課 主幹（道路整備グループ）

北海道建設部土木局道路課 主幹（高速道・市町村道グループ）

北海道建設部建設政策局維持管理防災課 主幹（維持グループ）

札幌市建設局土木部 道路維持課長

東日本高速道路㈱北海道支社道路事業部 事業統括課長

東日本高速道路㈱北海道支社道路事業部 構造技術課長



別紙２

○北海道道路メンテナンス○○地方会議

１．会議

議長 所　属 役　職

○ 北海道開発局○○開発建設部 次長

北海道開発局○○開発建設部 道路整備保全課長

北海道○○建設管理部事業室 道路課長

北海道○○建設管理部事業室 地域調整課長

○○市 建設部長

○○町 土木部長

○○村 建設課長

東日本高速道路㈱○○管理事務所 所長（管内に管理事務所がある場合）

２．幹事会

幹事長 所　属 役　職

○ 北海道開発局○○開発建設部 道路整備保全課長

北海道開発局○○開発建設部 道路計画課長補佐

北海道開発局○○開発建設部 道路整備保全課長補佐

北海道開発局○○開発建設部 道路計画専門官

北海道開発局○○開発建設部 道路整備保全専門官

北海道○○建設管理部事業室道路課 主査（道路）

北海道○○建設管理部用地管理室維持管理課 主査（道路維持）

北海道○○建設管理部事業室地域調整課 主査

○○市建設部 建設課長

○○町土木部 維持担当課長

○○村 建設課長

東日本高速道路㈱○○管理事務所 ○○係長



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「法定点検」について

資料１

平成30年度 第1回

北海道道路メンテナンス会議
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

法定点検について

平成30年度 第１回

北海道道路メンテナンス会議

資料1－１
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1

○H26年度、５年に一度、近接目視を基本とする点検が義務化
○H30年度が、初回点検の最終年度
○確実に１順目を完了（１００％点検の達成）するべく状況を把握
※阻害要因確認、年間を通して進捗確認

法定点検について

9%

9%

13%

13%

14%

26%

28%

27%

21%

27%

27%

18%

23%

23%

22%

橋梁

トンネル

道路附属物等

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

20%

25%

19%

23%

33%

27%

23%

18%

21%

15%

11%

16%

19%

13%

17%

緊急輸送道路を

跨ぐ跨道橋

跨線橋

緊急輸送道路を

構成する橋梁

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

累積点検実施率（全体）

（55%）

○平成26～29年度の累積点検実施率は、橋梁85%、
トンネル79%、道路附属物等81%。

（30%）
85%

（54%） （25%）
79%

（55%） （26%）
81%

累積点検実施率（最優先で点検すべき橋梁）

○平成26～29年度の累積点検実施率は、緊急輸送道路
を跨ぐ跨道橋82%、跨線橋86%、緊急輸送道路を構成
する橋梁82%。

（65%） （17%）
82%

（64%） （18%）
82%

（66%） （20%）
86%

上段：当初計画
下段：H28計画見直し

跨線橋 25%
23%

33%
23%

18%
23%

11%
21%

13%
10%

平成26～28年度 平成29年度 （ ）内は各年度の点検実施率 平成26～28年度 平成29年度 （ ）内は各年度の点検実施率

＜平成２９年度までの点検状況（全道路管理者・道内）＞ 精査中
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

点検の効率化に向けて

平成30年度 第１回

北海道道路メンテナンス会議

資料1－２
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1

・高性能赤外線カメラによる撮影と、
赤外線画像解析技術によりコンクリートの表面、
内部温度を解析

・遠望非接触にて高精度かつ定量的に浮き、剥離
箇所を検出
→遠望非接触で、足場や通行規制が不要

点検の効率化に向けて

○点検・診断の重点化、効率化に向けて、社会資本メンテナンス戦略小委員会にお
いて議論予定

○インフラの重要度や老朽化度合いに応じた点検内容・方法の検討
○新技術を活用した効率的な点検・診断の検討
○これらを踏まえた、点検基準・要領等の見直し検討（技術小委員会）
○北海道として点検方法等（新技術活用含む）への改善要望、意見、提案を整理し
議論

＜点検への新技術活用（例）＞ ●赤外線調査
トータルサポートシステム Jシステム●近接目視調査

二輪型マルチコブター

・搭載した近接撮影カメラでぶれずに
ハイピアを撮影

・コンクリート表面の状態を３Ｄデータで保存し
て維持管理に活用。
→車輪付きドローンで、足場や通行規制が不要
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2

「点検と診断」課題のまとめ：全国の動向（参考）

～社会資本メンテナンス戦略小委員会（第３期第３回 H30.6.22）資料抜粋～
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

メンテナンス「費用」について

資料2

平成30年度 第1回

北海道道路メンテナンス会議
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

防災・安全交付金の重点配分について

～ 記載事項確認など ～

資料2-1

平成30年度 第1回

北海道道路メンテナンス会議

8



1

■北海道内の道路事業における、防災・安全交付金の重点計画（老朽化対策）

【北海道及び市町村（札幌市除く）】：道路施設の適切な維持管理推進等による安全・安心な道路ネットワーク形成（H30～34年度）

【札幌市】：都市基盤の維持・保全と防災力の強化（防災・安全）（H30～34年度）

■個別施設計画（橋梁、トンネル、大型の構造物等）を踏まえた老朽化対策について、防災・安全交付金の重点計画にて、道路

施設の修繕、老朽更新等の整備計画を予定している団体。

→北海道、札幌市、他１７０市町村が該当。

※残りの8市町村は、現時点において、現整備計画期間内（H30～34年度）に施設の修繕、老朽更新等を予定していないが、今後の法定点検結果
等により事業を実施したい場合は、個別施設計画を見直し、整備計画の修正、事業要望を行うことにより、交付金事業の実施は可能。

但し、要望段階で個別施設計画の内容確認が必要となる。

○財務省の予算執行調査の結果をうけて、平成29年12月22日付事務連絡『社会資本整備総合交付金及び防

災・安全交付金における重点配分対象（「配分の考え方」）について』（参考資料１参照）、平成30年1月10日付事務

連絡『社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金における重点配分対象（「配分の考え方」）の運用に

ついて』（参考資料２参照）が通知され、北海道道路メンテナンス会議事務局として、各団体の個別施設計画の内

容確認を実施。

防災・安全交付金における重点配分対象と重点計画の確認結果について

防災・安全交付金における重点計画と確認対象団体

①対象施設

②計画期間

③対策の優先順位の考え方

④個別施設の状態等

⑤対策内容と実施時期

⑥対策費用

（※１）平成３０年度に限り、経過措置として、記載事項の①～⑤について、個別施設計画に記載が

なくとも、他の資料等で同様の内容が確認できれば重点配分の対象とする。

（※２）⑥については、平成３０年度中に個別施設計画に記載を行えばよい。

（※３）同様の内容が確認できる資料等がない場合については、個別施設計画の記載（案）を作成し、

各都道府県メンテナンス会議において当該記載（案）の確認を受けることで重点配分の対象とする。

個別施設計画の確認内容

【経過措置（H30年度に限る）】

9



道路事業における防災・安全交付金の重点配分の例

道路施設の適確な老朽化・地震対策

○踏切道の拡幅等の踏切における事故対策

歩道橋
踏切道の拡幅

自由通路

カラー舗装

⇒踏切道改良計画に基づく事業に対して特に重点的に配分

踏切の除却
（単独立体交差化など）

通学路等の生活空間における交通安全対策

＜対策メニュー＞
・狭さく、ハンプ等の設置

抜け道として利用する
大型車が多く危険

：要対策箇所

：通学路

＜対策メニュー＞
・自転車通行空間の整備

＜対策メニュー＞
・歩道拡幅
・無電柱化
・踏切道の拡幅
・ユニバーサルデザイン化

歩道幅員が狭く、段差があり
転倒の危険

自転車と錯綜し危険

○歩行空間の確保等の通学路における交通安全対策

⇒点検等を継続的に実施している団体が行う対策に対して特に重点的に配分
⇒ビッグデータを活用した生活道路対策に対して特に重点的に配分

熊本地震の事例

落橋防止構造橋脚補強

○高速道路・直轄国道をまたぐ
跨道橋の耐震化

○鉄道との結節点における歩行空間のユニバーサルデザイン化

○自転車ネットワーク計画に基づく自転車通行空間整備

駅前広場の
ユニバーサルデザイン化

自転車通行空間整備

○緊急輸送道路上又は低コスト手法を
活用した無電柱化

阪神淡路大震災の事例

⇒電柱撤去を着実に推進する取組を実施
している事業に対して特に重点的に配分

通信
ケーブル

電力
ケーブル

低コスト手法
（小型ボックス）
の活用事例

○省令・告示に基づく定期点検、個別施設ごとの長寿命化計画の策定
○計画に基づく修繕・更新・撤去

⇒「定期点検」・「長寿命化計画の策定」に対して特に重点的に配分
⇒点検を計画的に実施している地方公共団体が行う
「修繕」・「更新」・「撤去」に対して特に重点的に配分

橋梁の撤去

ト
ン
ネ
ル

橋

梁

大
型
構
造
物

個別施設ごとの
長寿命化計画

橋梁の修繕跨線橋の点検

○地震時等に著しく危険な密集
市街地における道路整備

危険な密集市街地の事例
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

補助制度の変更等

財務省予算執行調査

資料2-2

・大規模修繕・更新補助制度（事業要件緩和、補助率の見直し）

・地方財政措置の拡充【公共施設等適正管理推進事業債（長寿命化事業）の拡充】
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1

■事業の規模

・都道府県・政令市の管理する道路の場合：全体事業費100億円以上 → 【H30年度～】修繕：10億円以上、更新：50億円以上

・市区町村の管理する道路の場合 ：全体事業費 3億円以上

■インフラ長寿命化計画等（平成29年度以降の措置
* 
）

・インフラ長寿命化計画（行動計画）において、引き続き存置または集約化が必要とされているものであること

・点検・診断等を実施し、その診断結果が公表されている施設であること

・長寿命化修繕計画（個別施設計画）に位置付けられたものであること

事業要件

・橋脚の補強など、構造物の一部の補修・補強により、性能・機能の維持・回復・強化を図るもの

・橋脚の架替など、構造物の再施工により、性能・機能の維持・回復・強化を図るもの

※上記は、同一路線における複数の構造物について、その性能・機能を一部の構造物に集約するため、大規模修繕・更新を行うことに伴い実施す
る他の構造物の撤去を含む。（H29年度拡充項目）

補助対象

支援内容

○複数年にわたり集中的に実施する大規模修繕・更新事業を支援する個別補助制度及び当該制度に係る

国庫債務負担行為制度を平成２７年度に創設。

・平成２９年度から、集約化・撤去に関する項目を拡充。
・平成３０年度から、都道府県・政令市の事業要件を緩和。
・財特法等の見直し等による補助率の変更（予定）

0.5 0.05～0.2 0.45～0.3

国 地方

⇑ 
大規模修繕・更新補助

⇑ 
防災・安全交付金により措置

個別の事業ごとに採択するため、課題箇所に確実に予算が充当

※ 橋長15m未満の橋梁、トンネル及び大型の構造物
にあっては、平成33年度以降の措置

大規模修繕・更新補助制度（事業要件緩和、補助率の見直し）

※現行法令に基づく補助率を上回る分については、防災・安全交付金により措置

・防災・安全交付金事業として実施した場合と同等の割合を国費として補助*

・事業の実施にあたり、国庫債務負担行為制度（4ヵ年以内）の活用も可能

0.55～0.7 0.45～0.3

国 地方

⇑ 
大規模修繕・更新補助

・財特法等の見直しにより、引き続き、かさ上げ措置による支援を行うと供に

国の補助分が一元化されることによる事務処理等の軽減が図られる（予定）

【～H29年度】

【H30年度～】
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大規模修繕・更新補助制度（集約化・撤去の拡充）【H29より】

撤去される施設が有していた機能を、同一路線の別の施設に機能を集約する事業

対象事業

地方公共団体における老朽化対策を支援するため、大規模修繕・更新補助制度
に集約化・撤去を対象として拡充

制度概要

13
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大規模修繕・更新補助（集約化・撤去の事例）

14
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■対象道路において単独事業として実施される長寿命化対策のうち、補助事業等（社会資本整備総合交付金事業を含む。）と一
体として実施される以下の事業。（適債性のある事業に限る。）

・舗装の表層に係る補修（例：切削、オーバーレイ、路上再生等）※簡易アスファルト舗装（全層）を含む
・小規模構造物の補修・更新

（例：道路照明施設、道路標識、防護柵、防雪柵、側溝、機械設備、小型擁壁等）
・法面・斜面の小規模対策工（例：落石防止柵、植生工、モルタル吹付工、排水工等）

対象事業

■地方公共団体において道路の適正な管理を推進するため、補助事業や社会資本整備総合交付金事業と一体として実施され
る地方単独事業（長寿命化事業）について、地方財政措置を講じるもの (交付税措置率３０～５０％)

制度概要

起債９０％ 10％

※地方道路等整備事業債の場合 一般財源
◆活用イメージ

地方財政措置の拡充【公共施設等適正管理推進事業債（長寿命化事業）の拡充】

＜舗装のオーバーレイ＞ ＜防護柵の取替＞ ＜落石防止柵の取替＞

※期間は2017年度から2021年度までの５年間

地方財政措置対象事業の例

実質的な地方負担１００％

起債９０％ 10％

公共施設等適正管理推進事業債 一般財源

交付税措置分27％
※0.9×0.3＝0.27

実質的な地方負担７３％

起債９０％ 10％

公共施設等適正管理推進事業債 一般財源

実質的な地方負担５５～７３％

交付税措置分２７ ～ ４５％
※0.9×0.3～0.5＝0.27 ～ 0.45

【～H28年度】

【H29年度～】

【H30年度～】

※交付税措置率は、地公体の財政力
に応じて30～50％に拡充
交付税算入率＝－0.5Ｘ＋0.7（Ｘ＝財政力指数）

より地方財政措置が拡充された公共施設等適正管理推進事業
債を活用し、更なるメンテナンスサイクルの確立を推進していく。

※赤字箇所はH30年度より拡充

※赤字箇所はH30年度より拡充
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